
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
反応媒体としてアントラキノン類を含む作動溶液を、交互に還元・酸化する事により過酸
化水素を製造する方法において、（１）作動溶液中のアントラキノン類として、アルキル
置換基を有するアントラキノンとアルキル置換基を有するテトラヒドロアントラキノンを
それぞれのモル比が２：１～６：１である混合物を用い、（２）還元工程において、該テ
トラヒドロアントラキノンの全量および該アントラキノンの一部または全量を還元し、（
３）還元工程後で酸化工程前の作動溶液中のアルキル置換基を有するアントラヒドロキノ
ンの含有量がアルキル置換基を有するテトラヒドロアントラヒドロキノンの含有量よりも
多く保つことを特徴とする過酸化水素の製造方法。
【請求項２】
作動溶液中のテトラヒドロアントラキノンとアントラキノンの混合物の含有量が、当該作
動溶液に対する飽和溶解量以下である請求項１記載の過酸化水素の製造方法。
【請求項３】
作動溶液中のテトラヒドロアントラヒドロキノンとアントラヒドロキノンの混合物の含有
量が、当該作動溶液に対する飽和溶解量以下である請求項１記載の過酸化水素の製造方法
。
【請求項４】
アルキル置換基がアミル基である請求項１記載の過酸化水素の製造方法。
【発明の詳細な説明】
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【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は作動溶液に含まれるアントラキノン類を繰り返し還元・酸化することにより、連
続的に過酸化水素を製造する改良された方法に関するものである。更に詳しくは、反応媒
体として アントラキノンと テトラヒドロ
アントラキノン ン、テトラヒドロアントラキノンと称
す）の混合物を用い、還元工程においてテトラヒドロアントラキノンの全量を還元した後
、更にアントラキノンの一部もしくは全量を還元し、還元操作後の作動溶液中の

アントラヒドロキノンの含有量が テトラヒドロア
ントラヒドロキノン

の含有量よりも多くなるように制御することにより、効率よく過酸
化水素を製造することからなる過酸化水素の製造方法である。
【０００２】
【従来の技術】
現在工業的に行われている過酸化水素の主な製造方法は、

アントラキノン類 を反応媒体とする方法で自動酸化
法と呼ばれる。一般に、アントラキノン類は適当な有機溶媒に溶解して使用される。有機
溶媒は単独または混合物として用いられるが、通常は２種類の有機溶媒の混合物が使用さ
れる。アントラキノン類を有機溶媒に溶かして調製した溶液は作動溶液と呼ばれる。
【０００３】
自動酸化法においては、アントラキノン類を含む作動溶液を触媒の存在下で水素にて還元
し、アントラヒドロキノン類を生成させる。ついでそのアントラヒドロキノン類を空気も
しくは酸素含有気体にて酸化することにより、アントラヒドロキノン類をアントラキノン
類に再度転化すると同時に、過酸化水素を生成させる。作動溶液中に生成した過酸化水素
を、通常は水を用いて抽出分離した後、作動溶液を再び還元工程に戻すことにより循環プ
ロセスが形成される。このプロセスは、実質的には水素と空気から過酸化水素を製造する
ものであり、極めて効率的なプロセスである。既にこの循環プロセスを用いて、過酸化水
素が工業的に製造されている。
【０００４】
この循環プロセスにおいて、アントラキノンを含む作動溶液を連続的に循環再使用すると
、アントラキノンの核が水素添加されることによって生じるテトラヒドロアントラキノン
が次第に作動溶液中に蓄積される。このテトラヒドロアントラキノンはまた、アントラキ
ノンと同様に還元・酸化されることにより過酸化水素を生成する能力を有する。
これまでに、作動溶液中のテトラヒドロアントラキノンとアントラキノンの存在割合に関
して多くの がなされてきた。英国特許第８５６４２０号では、作動溶液中のアントラ
キノンとテトラヒドロアントラキノンの合計含有量（以下、アントラキノン類含有量

）に対するテトラヒドロアントラキノンの割合を８０％以上に高め、還元工程ではその
５５％以下を還元することを提案しており、その利点としてテトラヒドロアントラキノン
を媒体として用いた場合にはアントラキノンを媒体として使用した場合に比べ劣化生成物
が生成しにくいことを指摘している。米国特許第３０７３６８０号では、同様の理由によ
りテトラヒドロアントラキノンの含有量を８５％以上に高め、その５５～７５％を還元す
ることを提案している。米国特許第３７６７７７９号では、テトラヒドロアントラキノン
の含有量を９０％にまで高め、８０～９０％を還元することを提案している。また米国特
許第３５４０８４７号では、テトラヒドロアントラキノンの含有量をアントラキノン含有
量の３５％以上とし、テトラヒドロアントラキノンの含有量以下の範囲に還元程度を抑え
るのが好ましいことを提案している。更に英国特許第１３９０４０８号ではアミルアント
ラキノンの異性体の２種類をそれぞれテトラヒドロアントラキノン及びアントラキノンの
形態で存在させ、テトラヒドロアントラキノンの９０～１００％を還元することを提案し
ている。又米国特許第４５１４３７６号では、テトラヒドロアントラキノンのみを反応媒
体として用いるプロセスの優位性を提案し、補充する作動溶液中のテトラヒドロアントラ
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キノンの濃度を高める方法を開示している。
【０００５】
一般に、テトラヒドロアントラキノンとアントラキノンの混合物を含む作動溶液を還元す
る場合、もっぱら還元反応が容易に進行するテトラヒドロアントラキノンのみが優先的に
還元され、テトラヒドロアントラキノンの全量が還元される迄はアントラキノンの還元が
起こらないことが知られている（例えば、Ｉｎｄ．Ｅｎｇ．Ｃｈｅｍ．Ｐｒｏｃｅｓｓ　
Ｄｅｓ．Ｄｅｖ．　１９８３，２２，１５０－１５３　）。 では
、いずれも作動溶液中にテトラヒドロアントラキノンとアントラキノンの混合物を存在さ
せてはいるが、還元の程度をテトラヒドロアントラキノンの含有量以下に抑えることによ
り、還元反応が容易に進行するテトラヒドロアントラキノンのみを還元する方法、すなわ
ち過酸化水素を製造する為の媒体としてもっぱらテトラヒドロアントラキノンのみを利用
する技術を開示したものである。
【０００６】
しかしながら、上述の特許に開示されている方法、即ちテトラヒドロアントラキノンのみ
を反応媒体として利用し、それを還元・酸化して過酸化水素を製造する方法は、テトラヒ
ドロアントラヒドロキノンの酸化速度が遅いという問題点を有する。そのため、独国特許
第２００３２６８号では、テトラヒドロアントラキノンを反応媒体として用いる場合には
、酸化工程での所要エネルギーが極めて大きくなり、循環プロセスに必要な全エネルギー
の半分以上が酸化工程で消費されることを指摘すると同時に、酸化反応の効率を高めるた
めの改良された装置を提案している。更に、酸化反応の効率を高める手段として、米国特
許第３３２３８６８号では特殊な形状の酸化装置を、米国特許第３０７３６８０号では酸
化反応装置内に空気を吹き込むためのスパージャーリングの形状を工夫することを開示し
ている。しかし、いずれも酸化工程に特殊な装置が必要となると同時に、多大なエネルギ
ーが消費され、装置面及び経済面で大きな問題を有する。
【０００７】
この問題点を克服する として、テトラヒドロアントラヒドロキノンの利用に代わり、
酸化反応速度の速いアントラヒドロキノンを過酸化水素製造のための反応媒体として利用
する技術が提案されている。特公昭３７－３５７３号では、作動溶液中のテトラヒドロア
ントラキノンの含有量をアントラキノン類含有量の１０％以下、好ましくは５％以下とし
、反応媒体としてもっぱらアントラキノンのみを用いることを提案している。また米国特
許第２７３９０４２号では経済性の観点から、作動溶液中のテトラヒドロアントラキノン
の含有量を、アントラキノン類含有量の５％以下とする方法が提案されている。
しかし反応媒体としてアントラキノンのみを用いる場合には、その還元体であるアントラ
ヒドロキノンの有機溶媒に対する溶解度が、テトラヒドロアントラヒドロキノンの溶解度
に比べて一般に低いため、作動溶液中のアントラヒドロキノンの濃度を高めるには限界が
あり、その結果作動溶液１循環当たりの過酸化水素取得量に限界があるという欠点を有す
る。その欠点を解決する方法として特公昭３５－１５７７７号では、アルキル基が第二級
アミル基及び第三級アミル基であるアミルアントラキノン混合物を反応媒体として用い、
還元工程で生成するアミルアントラヒドロキノンの溶解度を高める方法を開示している。
【０００８】
従来の技術を総括すると、アントラキノン類を含む作動溶液を交互に還元・酸化すること
により過酸化水素を製造する方法において、過酸化水素を製造する為の有効な媒体として
、実質的にはアントラキノンまたはテトラヒドロアントラキノンのいずれかを単独で使用
していた。 還元工程でテトラヒドロアントラキノンの全量を還元
するとともに、それに加えて更にアントラキノンをも還元し、アントラヒドロキノンの含
有量をテトラヒドロアントラヒドロキノンの含有量よりも多くすることによってもたらさ
れる優位性については公知文献には全く述べられていない。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
従来の技術において、テトラヒドロアントラキノンを媒体として用いる場合には酸化工程
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の反応条件を強化する必要があり、その結果エネルギー消費量が著しく大きくなり経済的
に不利であるという問題がある。
一方、アントラキノンを媒体として用いる場合には、アントラヒドロキノンの有機溶媒に
対する溶解度が比較的低いために、作動溶液１循環当たりの過酸化水素取得量を高めるこ
とが困難であるという問題点がある。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、アントラキノン類を含む作動溶液を、交互に還元・酸化する事により過酸
化水素を製造する方法において、前記の問題点を解決するべく鋭意検討を続けた結果、反
応媒体としてテトラヒドロアントラキノンとアントラキノンを一定のモル比にした混合物
を用い、還元工程でアントラヒドロキノンの含有量がテトラヒドロアントラヒドロキノン
の含有量より多くなるように還元操作することにより、効率よく経済的に過酸化水素を製
造できる事を見いだした。即ち、本発明は、反応媒体としてアントラキノン類を含む作動
溶液を、交互に還元・酸化する事により過酸化水素を製造する方法において、（１）作動
溶液中のアントラキノン類として、アルキル置換基を有するアントラキノンとアルキル置
換基を有するテトラヒドロアントラキノンをそれぞれのモル比が２：１～６：１である混
合物を用い、（２）還元工程において、該テトラヒドロアントラキノンの全量および該ア
ントラキノンの一部または全量を還元し、（３）還元工程後で酸化工程前の作動溶液中の
アルキル置換基を有するアントラヒドロキノンの含有量がアルキル置換基を有するテトラ
ヒドロアントラヒドロキノンの含有量よりも多く保つことを特徴とする過酸化水素の製造
方法に関するものである。
【００１１】
本発明で使用する

本発明ではこれらを総称してアントラキノンと言い、これらの芳香核の一つ
が四水素添加されたキノン体を総称してテトラヒドロアントラ

【００１２】
本発明においては、テトラヒドロアントラキノンとアントラキノンの両方を還元して作動
溶液中に異種ヒドロキノン類の混合状態を存在させる方法を用いることでヒドロキノン類
の溶解度を高め、その結果作動溶液１循環当たりの過酸化水素取得量を高く維持すること
が可能となる。また、本発明においては、過酸化水素製造のための反応媒体として酸化反
応が容易に進行するアントラヒドロキノンを酸化反応速度の遅いテトラヒドロアントラヒ
ドロキノンよりも多く用いることにより 、酸化工程でのエネルギー消
費量を低く抑えることが可能となる。
【００１３】
本発明によるヒドロキノン類の溶解度を高める方法として アントラキノンとテトラヒド
ロアントラキノンを共存させた作動溶液を用い、還元工程において優先的に還元されるテ
トラヒドロアントラキノンの全量を還元した後、更にアントラキノンの一部もしくは全量
を還元することにより、テトラヒドロアントラヒドロキノンとアントラヒドロキノンを作
動溶液中に共存させる方法を用いる 。テトラヒドロアントラヒドロキノンとアン
トラヒドロキノンが共存する系においては、図－１に示したように作動溶液中の全ヒドロ
キノン の合計溶解度がアントラヒドロキノン単独の場合の溶解度を上回る。このような
テトラヒドロアントラヒドロキノンとアントラヒドロキノンが共存する系を作動溶液とし
て利用することにより、作動溶液１循環当たりの過酸化水素取得量を高く維持することが
できる。
【００１４】
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アルキル置換基を有するアントラキノン類としては、作動溶液の溶媒に
対して溶解度の高いアントラキノン類の使用が好ましい。好ましいアルキルアントラキノ
ン類として、エチルアントラキノン、ｔ－ブチルアントラキノンおよびアミルアントラキ
ノンが例示され、特にｓｅｃ－アミルアントラキノンおよびｔ－アミルアントラキノンが
好ましい。複数種のアルキルアントラキノン類の混合物を用いることもまた好ましい。前
記した通り、

キノンと言い、両者は併用
される。

酸化反応速度を高め

、

のである

類



本発明による酸化工程でのエネルギー消費量の は、反応媒体として酸化が容易に進行
するアントラヒドロキノンを主体的に利用することにより達成される。そのためには還元
工程において、アントラヒドロキノンの比較的低い溶解度を補うのに必要な

程度に還元操作を 本発明におけるアントラ
キノン類の還元率は、還元された後の作動溶液中のアントラヒドロキノンがテトラヒドロ
アントラヒドロキノンより多く含まれるようにする 。
【００１５】

ヒドロキノン の溶解度は、テトラヒドロアントラヒドロキノンとアントラヒドロ
キノンの混合割合により変化するが、作動溶液中のヒドロキノン類の濃度を高めすぎると
、酸化工程で部分的に遊離する過酸化水素水の濃度が高くなりすぎ、安全上の問題を生じ
る。そこで安全性及び経済性を考慮した上で、好ましい溶解度を示す混合割合が選択され
る。本発明に用いられる作動溶液中のアントラキノンとテトラヒドロアントラキノンの比
率は、好ましくは２：１～８：１、さらに好ましくは３：１～６：１になるように調製さ
れる。
【００１６】
本発明において作動溶液を調製するために用いられる溶媒は、特に限定されるものではな
いが、好ましい溶媒としては、芳香族炭化水素と高級アルコールとの組み合わせ、芳香族
炭化水素とシクロヘキサノールもしくはアルキルシクロヘキサノールのカルボン酸エステ
ルとの組み合わせ、四置換尿素が例示される。
本発明における還元工程の操作条件は特に制限されるものではないが、一般にはパラジウ
ム触媒、白金触媒またはニッケル触媒等の触媒の存在下、１０～８０℃の温度範囲、１～
５気圧の圧力範囲にて水素または水素含有ガスを用いて還元する方法を採用することがで
きる。反応装置の形式としては、固定床式反応装置、流動床式反応装置および攪拌式反応
装置等を制限無く採用することができる。
【００１７】
【実施例】
以下、実施例及び比較例によって本発明を更に詳細に説明する。実施例中で用いられてい
る作動溶液中の成分の分析値は、特にことわりがない限り液体クロマトグラフによる値で
ある。また、過酸化水素濃度の測定は、硫酸酸性過マンガン酸カリウム溶液による滴定法
により行った。
実施例１
作動溶液中のヒドロキノン類の溶解度の測定を以下の方法により行った。即ち、トリメチ
ルベンゼンとジイソブチルカルビノールの容量比が　１．５：１である混合物を溶媒とし
て用い、溶質としてアミルアントラキノン及びアミルテトラヒドロアントラキノンを用い
て作動溶液を調製した。作動溶液中のアミルアントラキノンとアミルテトラヒドロアント
ラキノンの濃度の合計を　０．８モル／ｌとし、両者の割合を変化させて種々の作動溶液
を調製した。これらの作動溶液２５ｍｌをガラス容器に入れ、触媒として１％Ｐｄ／Ａｌ

２ Ｏ３ ３ｇを加えた後、４０℃にて水素ガスと反応させた。水素ガスの反応量は、作動溶
液中にアミルアントラヒドロキノンの結晶が認められるまで継続した。反応終了後ガラス
容器内の水素ガスを窒素ガスで置換し、ガラス容器を密栓して恒温槽に入れ、３５℃で２
４時間放置した。その後、ガラス容器内の触媒及びアミルアントラヒドロキノンの結晶を
完全にろ別し、ろ液中の ヒドロキノン類を酸素ガスを用いて完全に酸化した。酸
化によって生成した過酸化水素を水で抽出してその濃度を測定することにより、ろ液中に
存在する ヒドロキノン類の濃度を求め、その値を作動溶液に対する ヒド
ロキノン類の飽和溶解度とした。アミルアントラキノンとアミルテトラヒドロアントラキ
ノンの混合割合と溶解度との相互関係を図－１に示した。
【００１８】
実施例２
トリメチルベンゼンとジイソブチルカルビノールの容量比が  1.5：１である混合溶媒を用
い、作動溶液中のアミルテトラヒドロアントラキノンの濃度が 0.15モル／リットル、アミ
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ルアントラキノンの濃度が 0.65モル／リットルとなるように作動溶液を調製した。この作
動溶液  200ｍｌを攪拌器を備えた邪魔板付きガラス製反応容器内に入れた。更に触媒とし
て１％Ｐｄ／Ａｌ 2Ｏ 3 20ｇを加え、反応容器内を窒素ガスで置換した後、更に水素ガス
で置換した。作動溶液の温度を 40℃迄昇温したのち攪拌を開始した。反応 の圧力が常圧
を保つように水素ガスを補給し、水素ガスの反応消費量が  1.8Ｎｌになるまで反応を継続
した。反応を継続している間、反応温度を 40℃に保った。反応終了後直ちにアルゴンガス
にて反応 内を置換し、水素ガスのない状態で 35℃にて作動溶液を１時間静置した。静置
後の作動溶液には、アントラヒドロキノン の結晶の析出は認められなかった。水添反応
により  0.407モル／リットルのアントラヒドロキノン類が作動溶液中に生成した。
次いで、反応終了後の作動溶液を空気と接触しないようにアルゴンガス雰囲気下で濾過し
、反応後の作動溶液から触媒を濾別した。濾過後の作動溶液  100ｍｌをアルゴンガス雰囲
気下で酸化反応器に移した。酸化反応器にはあらかじめアルゴンガスを満たしてあり、作
動溶液が空気と接触しないように全操作を行った。酸化反応器は、４枚の邪魔板、焼結ガ
ラス製の空気吹き込み管及び冷却管つき廃ガス放出口を備えた、容量  200ｍｌのガラス製
の機械攪拌式反応器である。作動溶液を上述の操作にて酸化反応器に移した後、 1000ｒｐ
ｍにて攪拌を開始し、５Ｎｌ／分にて空気を 10分供給した後、直ちに攪拌及び空気の供給
を停止し、反応容器内をアルゴンガスで置換した。酸化反応の圧力は常圧であり、温度は
反応容器全体を恒温槽に浸し、 35℃になるように制御した。反応後の作動溶液から過酸化
水素を水を用いて抽出し、生成量を求めた結果、 1.18ｇの過酸化水素が回収された。また
酸化されずに残留したアントラヒドロキノン類は 0.05モル／リットルであった。
【００１９】
比較例１
トリメチルベンゼンとジイソブチルカルビノールの容量比が　１．５：１である混合溶媒
を用い、作動溶液中のアミルアントラキノンの濃度が０．８０モル／リットルであり、ア
ミルテトラヒドロアントラキノンを含まない作動溶液を調製して用いた以外は、実施例２
と同様の操作にて水素添加反応を行った。反応後の作動溶液中には、 アントラヒド
ロキノンの結晶の析出が認められた。
【００２０】
比較例２
トリメチルベンゼンとジイソブチルカルビノールの容量比が　１．５：１である混合溶媒
を用い、作動溶液中のアミルテトラヒドロアントラキノンの濃度が０．８０モル／リット
ルであり、アミルアントラキノンを含まない作動溶液を調製して用いた以外は、実施例２
と同様の操作にて水添反応及び酸化反応を行った。水添反応によって生成した

の濃度は　０．４１３モル／リットルであり、
ヒドロキノン類の結晶の析出は認められなかった。酸化反応後に回収され

た過酸化水素の量は、０．８４ｇであり、酸化されずに残留した
は　０．１６１モル／リットルであった。

【００２１】
比較例３
トリメチルベンゼンとジイソブチルカルビノールの容量比が  1.5：１である混合溶媒を用
い、作動溶液中のアミルテトラヒドロアントラキノンの濃度が 0.65モル／リットル、アミ
ルアントラキノンの濃度が 0.15モル／リットルとなるように作動溶液を調製して用いた以
外は、実施例２と同様の操作にて水添反応及び酸化反応を行った。水添反応によって生成
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以上の結果から明らかなように、アミルアントラキノンのみを反応に使用する従来法（比
較例１）においてはアミルアントラヒドロキノンの低い溶解度のために、また、アミルテ
トラヒドロアントラキノンのみを反応に使用する従来法（比較例２）においてはアミルテ
トラヒドロアントラヒドロキノンの低い反応速度のために、いずれも過酸化水素の生成量
を高くすることが困難である。これに対し、本発明の方法（実施例２）においてはアミル
アントラキノンとアミルテトラヒドロアントラヒドロキノンを併用することにより過酸化
水素の生成量を相乗的に、より高くすることができる。



したアントラヒドロキノン類の濃度は  0.409モル／リットルであり、アントラヒドロキノ
ン類の結晶の析出は認められなかった。酸化反応後に回収された過酸化水素の量は 0.80ｇ
であり、酸化されずに残留したアントラヒドロキノン類は  0.170モル／リットルであった
。
【００２２】
比較例４
トリメチルベンゼンとジイソブチルカルビノールの容量比が  1.5：１である混合溶媒を用
い、作動溶液中のアミルテトラヒドロアントラキノンの濃度が 0.30モル／リットル、アミ
ルアントラキノンの濃度が 0.50モル／リットルとなるように作動溶液を調製して用いた以
外は、実施例２と同様の操作にて水添反応及び酸化反応を行った。水添反応によって生成
したアントラヒドロキノン類の濃度は  0.416モル／リットルであり、アントラヒドロキノ
ン類の結晶の析出は認められなかった。酸化反応後に回収された過酸化水素の量は 1.01ｇ
であり、酸化されずに残留したアントラヒドロキノン類は  0.135モル／リットルであった
。
【００２３】
実施例３
高沸点芳香族炭化水素である出光石油化学（株）製のイプゾール＃１００とオクタノール
の容量比が  1.5：１である混合溶媒を用いたこと以外は、実施例２と同様の操作にて作動
溶液の調製および水添反応、酸化反応を行った。水添反応後に作動溶液中に生じたアント
ラヒドロキノン類は  0.411モル／リットルであり、アントラヒドロキノン類の結晶の析出
は認められなかった。酸化反応後に回収された過酸化水素の量は、 1.17ｇであり、酸化さ
れずに残留したアントラヒドロキノン類は 0.06モル／リットルであった。
【００２４】
比較例５
高沸点芳香族炭化水素イプゾール＃１００とオクタノールの容量比が　１．５：１である
混合溶媒を用いたことを除き、比較例１と同様の方法にて水素添加反応を行った。反応後
の作動溶液中には アントラヒドロキノンの結晶の析出が認められた。
【００２５】
比較例６
高沸点芳香族炭化水素イプゾール＃１００とオクタノールの容量比が　１．５：１である
混合溶媒を用いたことを除き、 と同様の方法にて水素添加反応を行った。水添反
応によって生成した の濃度は　０．４０２モル／リッ
トルであり、 ヒドロキノン類の結晶の析出は認められなかった。酸化反応後に回
収された過酸化水素は０．７６ｇであり、酸化されずに残留した

の濃度は　０．１７５モル／リットルであった。
【００２６】
比較例７
高沸点芳香族炭化水素イプゾール＃１００とオクタノールの容量比が  1.5：１である混合
溶媒を用いて、作動溶液中のアミルテトラヒドロアントラキノンの濃度が  0.4モル／リッ
トル、アミルアントラキノンの濃度が  0.4モル／リットルとなるように作動溶液を調製し
て用いたことを除き、実施例３と同様の方法にて水素添加反応を行った。水添反応によっ
て生成したアントラヒドロキノン類の濃度は  0.415モル／リットルであり、アントラヒド
ロキノン類の結晶の析出は認められなかった。酸化反応後に回収された過酸化水素は 0.88
ｇであり、酸化されずに残留したアントラヒドロキノン類の濃度は  0.157モル／リットル
であった。
【００２７】
【発明の効果】
本発明の過酸化水素の製造方法により、作動溶液１循環当たりの過酸化水素取得量を高く
維持して、かつ、酸化工程を効率良く操作することができ、従来法に比べて操作的にも経
済的にも有利に過酸化水素が製造される。
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【 図 １ 】
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【図面の簡単な説明】
【図１】アミルアントラヒドロキノン、アミルテトラヒドロアントラヒドロキノンおよび
両者の混合物の、トリメチルベンゼンとジイソブチルカルビノールの容量比が　１．５：
１である混合溶媒に対する溶解度を示す。
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